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新年度一般会計予算決まる！新年度予算　ここに注目！
平成
29年度
予算

平成
29年度
予算

地方創生総合戦略や各種計画を具現化し、
「協働のまちづくり」を推進する予算
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円
億
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平成
29年度
一般会計
予算

新
規高齢者運転免許証

自主返納支援事業

　有効期間内の運転免許証を自主的にすべて返納した
70歳以上の市民に対し、5,000円分のＩＣカード乗車
券を交付することで、高齢者が加害者となる交通事故の
抑止を図るとともに、公共交通機関の利用を促進する。

県補助が２分の１のため、本市補助額は
2,500円と、高齢者祝金減額分を高齢者に
還元させている感はなく、自主返納を促す
には魅力が乏しいのでは。

※高齢者祝金制度の見直し
　による財源の一部活用

問

金額は道路交通法の改正や免許を持たない
高齢者とのバランスなどを考慮し決めた。答

問

答

予算額 84万円

継
続まちづくり交付金

　高齢者支援加算を設け、「地域の見守り・
支え合い」など高齢者を支援する活動に
必要な財源の充実を図り、これらの活動
の継続と推進を目指す。

高齢者祝金事業費が約45％減の根
拠は。また、新たな高齢者加算で
はあるが自治会加入促進加算も必
要ではないか。

※高齢者祝金制度の見直しによる財源の一部活用

介護保険特会への繰出金など今後
の高齢者施策の増加を勘案した。
自治会の加入促進などは自治会連
合会や自治会と連携し、どのよう
な支援ができるか検討する。

予算額 1億565万円

継
続西鉄春日原駅 周辺整備事業

西鉄天神大牟田線連続立体交差事業
　県実施の西鉄天神大牟田線連続立体交差事業に連動
し、春日原駅前広場および周辺道路を整備し、市の新
しい玄関口となる
まちづくりを推進
する。また同事業
に対し、地元負担
金を支出する。

　　　　市民の福祉の増進や、将来の春日市
を担う子どもたちへの教育、福祉予算など、
使うべきところへ予算をあて、施策の充実を。

予算額 
5億293万円

新設民間保育所 
施設整備事業
　新設保育所の整備に対し、適切な補助を行い、保育
所の定員増加を図る。子ども・子育て支援事業計画にお
いて、計画期間内である平成31年度までに待機児童の
解消が求められていることから、保育所の増設を図る。

新設保育所が設置されれば待機児童は解消
するのか。問
ある程度は解消できる。答

予算額 2億854万円

予算額 2億6,767万円
公私連携型保育所春日白水保育園費

新
規小・中学校

教員用パソコン更新事業
　配置から８年目を迎える教員用のパソコンを更
新し、学習支援および学級運営の推進を図る。

契約が5年間の理由とその費用対効果は。問
パソコンおよび周辺機器のメーカー保証を
考慮し5年間にすることで最大の費用対効
果を見込めると考える。

2187号  かすが議会だより3 かすが議会だより 2017年5月15日

答

予算額 1億64万円

　　　　市民生活の安定や質の充実に充分配
慮された予算編成であり、「住みよさ発見 市
民都市かすが」の実現に沿った実効性ある内
容である。

賛成

　　　　高齢者祝金を見直し、高齢者本人に
加え、支える人、見守る人を支援する新たな
仕組み導入の対策を講じている点も高く評価
する。

賛成

▲春日原駅周辺イメージ図

反対
採決にあたっての討論

一般会計の歳入と歳出の内訳は？ ※( 新 ) 新規、( 継 ) 継続

一般会計の基金（貯金）と市債（借金）の残高は？ ※市債は全会計 ※基金は普通会計 ※28年度以降は見込額

歳出 歳入
民生費
157億円

市税
128
億円

教育費
37億円

総務費
30億円

土木費
27億円

衛生費
22億円

その他
17億円

自主
財源
49%

依存
財源
51%

分担金・
使用料など
21億円

国県
支出金
85億円

地方
譲与税など
20億円

市債
17億円

地方
交付税
40億円

諸収入7億円

公債費
28億円

主な事業
・ナギの木苑空調
設備改修 (新 )

・障がい児通所給
付事業 (継 )

・小学校屋上防
水改修 (継 )

・ふるさと
納税推進
事業 (継 )

・街路樹健全
度調査診断
事業 (新 )

＊自主財源：市が自主的に収入できる財源
＊依存財源：国や県の意思により交付される財源

　　　公共施設等整備基金は、平成28年度の天神
山小大規模改修、29年度の連続立体交差事業など
の財源として取り崩す。今後の公共施設の更新や
災害などに備え、総額では残高は増加している。

動向
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（年度） （年度）
動向　市債残高は、平成10年度末をピークに減少
してきたが、27年度は総合スポーツセンター建設
に伴い増加に転じた。新規市債を抑制し着実に償
還を進め28年度は再び減少する見通し。一方で、
臨時財政対策債の残高は増加している。

動向

市債残高の推移 ■普通会計（臨時財政対策債以外）
■臨時財政対策債
■その他の会計
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議 案 審 議議 案 審 議 3月
定例会
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市
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指
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理
者
制
度
の
導
入
が
決
ま
る

２月27日～３月24日 （26日間）会 期
総務文教 9件、市民厚生10件、地域建設9件、予算審査特別 1件委員会付託議案

【第９号議案】ふれあい文化センター設置条例の一部改正【第９号議案】ふれあい文化センター設置条例の一部改正

市民図書館の管理運営
平成30年度から
指定管理者に

原則として公募により候補者を選定し、５年以内の指定期間
において、その管理を指定管理者が行う。

図書館資料・移動図書館・読書会に係る事業、
図書館の維持管理など

指定管理者が
行う業務

賛成多数

可決

【請願第１号】春日市民図書館への
指定管理者制度導入に関する請願
【請願第１号】春日市民図書館への
指定管理者制度導入に関する請願

図書館ボランティア
団体から請願書が
提出される

　　　導入について市民への説明と意見を聞く
機会の設置、また制度導入のための条例改正議
案の慎重審議を求める。　　

不採択

指定管理者制度導入の目的は何か。問
現在も適正かつ創造的な管理運営を
行っている。今後正規司書職員を採用
する計画はないため、職員在職期間に
業務を継続できる体制を整える。また、
現在のサービス水準を守りつつさらに
向上させるために導入する。

答

利用者などとの行政の総合調整が
重要では。問
仕様書に、利用者アンケート、市との
連絡調整会議の実施、図書館協議会へ
の出席などを明記する。あくまでも市
が実施主体であり、今まで同様に利用
者などの意見を聴取しながら運営を支
えていく。

答

【第８号議案】ふれあい文化センター設置条例一部改正【第８号議案】ふれあい文化センター設置条例一部改正

ふれあい文化センターの管理運営
平成30年度から
指定管理者に

原則として公募により候補者を選定し、５年以内の指定期間にお
いて、その管理を指定管理者が行う。

文化活動・生涯学習の振興事業、文化施設の維持管理、
使用の許可、利用料金に関することなど

指定管理者が
行う業務

賛成多数

可決

指定管理導入前後の経費変化は。問
導入により、約990万円の経費削減効果
を見込んでいる。答

指定管理者の選定基準は。問
選定の際の主な基準は、経営能力、業務
の運営、維持管理といった項目である。
指定管理料は一つの要素であるが、どの
ようなサービスを提供できるのかといっ
た点に配点を多くして選定に当たりたい。

答

導入後の利用者からの意見や要望などへの
対応は。問
市と指定管理者で毎月会議を行う予定としてい
るため、市に対して届けられた要望などは指定
管理者へ伝え、改善を求めることが可能なもの
については、改善を求めたいと考えている。

答

【第11号議案】特定教育・保育施設等に
おける事故検証委員会条例の制定
【第11号議案】特定教育・保育施設等に
おける事故検証委員会条例の制定

保育所などでの
重大事故原因究明の
検証委員会設置

保育所、幼稚園、認定こども園、放課後児童クラブ
家庭的保育、小規模保育、一時預かり保育、病児保育など対象施設

学識経験者、弁護士、医師、教育・保育施設の実務経験者など
※重大事故の関係者は委員になれない委員構成

５人以内委員数

全員賛成

可決

届出保育施設や障がい児への放課後等デイ
サービスは検証対象か。問
届出保育施設は指導監督責任を持つ県が
検証体制を整えるので、市は連携して検
証にあたる。障がい児への放課後等デイ
サービスは対象外。

答

検証結果の報告の活用方法は。問
検証委員会の答申を踏まえ、市は報告書を作成、
公表し、国へ報告する。事故を起こした施設だ
けでなく、関係施設にはその改善策を実施する
よう周知徹底していく。

答

採決に
あたっての
討論

　　　　具体的な
市民サービス向上
の内容も見えず協
働する市民への説
得力に欠ける。

反対 　　　　公立図書館への制
度導入が全国で１割程度し
か進んでいない背景は、政
府が図書館にはなじまない
と軌道修正したもの。

反対 　　　　年間利用者は本
市人口の約13％のため、
未利用者への来館アプ
ローチに、優れた民間ノ
ウハウの活用を期待。

賛成

指定管理者制度

インターネットで録画
配信しています

検索春日市議会

45 かすが議会だより 2017年5月15日 187号  かすが議会だより

所管事務調
査 総務文教委員会　４月７日　

所管事務調
査 地域建設委員会　４月７日　

　　　現在と同様にボランティ
アの方が大いに参加できるよう
にすること、高齢者や障がい者
などの居場所づくり、親子で本
が読めるスペースや学習スペー
スの確保、託児・宅配サービスな
どの検討を。

　指定管理者募集要項を基に調査を実施した。
　次の項目に評価の重点を置いた審査基準となっていた。
・組織的な専門職育成によるサービス向上と安定的な運営
・魅力的な事業の展開や、利用者増の具体的な事業の創出
　（300点中130点を配分）。

　指定管理者募集要項を基に調査を実施した。
　指定管理者選考に用いる具体的な審査基準ならび
に評価の点数配分が示され、指定事業および自主事
業における魅力的な提案力が最も重要視されること
が明らかになった（300点中90点を配分）。

公の施設の管理運営を、民間企業やＮＰＯ法人など民間事
業者に委ねる制度。民間事業者が持つノウハウを活用して
住民サービスを向上させるとともに、施設管理の効率化を
推進することを目的とする。本市では、保育所、放課後児童
クラブ、総合スポーツセンターなどで導入している。

要望

趣旨



議 案 審 議議 案 審 議 3月
定例会

市
民
図
書
館
な
ど
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
が
決
ま
る

市
民
図
書
館
な
ど
指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
が
決
ま
る

２月27日～３月24日 （26日間）会 期
総務文教 9件、市民厚生10件、地域建設9件、予算審査特別 1件委員会付託議案

【第９号議案】ふれあい文化センター設置条例の一部改正【第９号議案】ふれあい文化センター設置条例の一部改正

市民図書館の管理運営
平成30年度から
指定管理者に

原則として公募により候補者を選定し、５年以内の指定期間
において、その管理を指定管理者が行う。

図書館資料・移動図書館・読書会に係る事業、
図書館の維持管理など

指定管理者が
行う業務

賛成多数

可決

【請願第１号】春日市民図書館への
指定管理者制度導入に関する請願
【請願第１号】春日市民図書館への
指定管理者制度導入に関する請願

図書館ボランティア
団体から請願書が
提出される

　　　導入について市民への説明と意見を聞く
機会の設置、また制度導入のための条例改正議
案の慎重審議を求める。　　

不採択

指定管理者制度導入の目的は何か。問
現在も適正かつ創造的な管理運営を
行っている。今後正規司書職員を採用
する計画はないため、職員在職期間に
業務を継続できる体制を整える。また、
現在のサービス水準を守りつつさらに
向上させるために導入する。

答

利用者などとの行政の総合調整が
重要では。問
仕様書に、利用者アンケート、市との
連絡調整会議の実施、図書館協議会へ
の出席などを明記する。あくまでも市
が実施主体であり、今まで同様に利用
者などの意見を聴取しながら運営を支
えていく。

答

【第８号議案】ふれあい文化センター設置条例一部改正【第８号議案】ふれあい文化センター設置条例一部改正

ふれあい文化センターの管理運営
平成30年度から
指定管理者に

原則として公募により候補者を選定し、５年以内の指定期間にお
いて、その管理を指定管理者が行う。

文化活動・生涯学習の振興事業、文化施設の維持管理、
使用の許可、利用料金に関することなど

指定管理者が
行う業務

賛成多数

可決

指定管理導入前後の経費変化は。問
導入により、約990万円の経費削減効果
を見込んでいる。答

指定管理者の選定基準は。問
選定の際の主な基準は、経営能力、業務
の運営、維持管理といった項目である。
指定管理料は一つの要素であるが、どの
ようなサービスを提供できるのかといっ
た点に配点を多くして選定に当たりたい。

答

導入後の利用者からの意見や要望などへの
対応は。問
市と指定管理者で毎月会議を行う予定としてい
るため、市に対して届けられた要望などは指定
管理者へ伝え、改善を求めることが可能なもの
については、改善を求めたいと考えている。

答

【第11号議案】特定教育・保育施設等に
おける事故検証委員会条例の制定
【第11号議案】特定教育・保育施設等に
おける事故検証委員会条例の制定

保育所などでの
重大事故原因究明の
検証委員会設置

保育所、幼稚園、認定こども園、放課後児童クラブ
家庭的保育、小規模保育、一時預かり保育、病児保育など対象施設

学識経験者、弁護士、医師、教育・保育施設の実務経験者など
※重大事故の関係者は委員になれない委員構成

５人以内委員数

全員賛成

可決

届出保育施設や障がい児への放課後等デイ
サービスは検証対象か。問
届出保育施設は指導監督責任を持つ県が
検証体制を整えるので、市は連携して検
証にあたる。障がい児への放課後等デイ
サービスは対象外。

答

検証結果の報告の活用方法は。問
検証委員会の答申を踏まえ、市は報告書を作成、
公表し、国へ報告する。事故を起こした施設だ
けでなく、関係施設にはその改善策を実施する
よう周知徹底していく。

答

採決に
あたっての
討論

　　　　具体的な
市民サービス向上
の内容も見えず協
働する市民への説
得力に欠ける。

反対 　　　　公立図書館への制
度導入が全国で１割程度し
か進んでいない背景は、政
府が図書館にはなじまない
と軌道修正したもの。

反対 　　　　年間利用者は本
市人口の約13％のため、
未利用者への来館アプ
ローチに、優れた民間ノ
ウハウの活用を期待。

賛成

指定管理者制度

インターネットで録画
配信しています

検索春日市議会

45 かすが議会だより 2017年5月15日 187号  かすが議会だより

所管事務調
査 総務文教委員会　４月７日　

所管事務調
査 地域建設委員会　４月７日　

　　　現在と同様にボランティ
アの方が大いに参加できるよう
にすること、高齢者や障がい者
などの居場所づくり、親子で本
が読めるスペースや学習スペー
スの確保、託児・宅配サービスな
どの検討を。

　指定管理者募集要項を基に調査を実施した。
　次の項目に評価の重点を置いた審査基準となっていた。
・組織的な専門職育成によるサービス向上と安定的な運営
・魅力的な事業の展開や、利用者増の具体的な事業の創出
　（300点中130点を配分）。

　指定管理者募集要項を基に調査を実施した。
　指定管理者選考に用いる具体的な審査基準ならび
に評価の点数配分が示され、指定事業および自主事
業における魅力的な提案力が最も重要視されること
が明らかになった（300点中90点を配分）。

公の施設の管理運営を、民間企業やＮＰＯ法人など民間事
業者に委ねる制度。民間事業者が持つノウハウを活用して
住民サービスを向上させるとともに、施設管理の効率化を
推進することを目的とする。本市では、保育所、放課後児童
クラブ、総合スポーツセンターなどで導入している。

要望

趣旨



議 案 審 議議 案 審 議

1月11日 （1日間）会 期
総務文教 1件委員会付託議案

【第１号議案】教育委員会教育長の任命【第１号議案】教育委員会教育長の任命

山本直俊教育長が 
再任

平成29年度から31年度まで
の３年間を引き続き任命す
る。任命後は４期目となる。

ふるさと応援寄附件数の増加により、それに係る寄附金、
返礼品の送付の委託料、その事務に係る職員人件費などを
増額する。

【第23号議案】平成29年度国民健康保険事業特別会計予算【第23号議案】平成29年度国民健康保険事業特別会計予算

総額は126億4千万円
被保険者数の減少と
医療費の増の傾向

ふるさと納税に係る一般会計補正予算を審議

全員賛成

可決

賛成多数

可決

現年分徴収率は前年度比で91.5%から92.0%と0.5ポイ
ント上げて計上しているが、どういう徴収手法を考え
ているのか。

問

滞納整理の強化と納税環境の整備であり、新たな取り
組みとしてペイジー口座振替受付サービスを導入する。答

前年度比　３億7,665万円、3.1％増29年度予算

前年度比　１億6,545万円、2.3％増うち保険給付費

【臨時会第１号議案】一般会計補正予算（第５号）【臨時会第１号議案】一般会計補正予算（第５号）

かすがふるさと応援寄附金の
増加に伴い約４億８千万円増額

全員賛成

可決

応援寄附金　４億8,270万円増歳入

応援寄附金推進事業費　２億9,743万円増など歳出

採決にあたっての討論

　　　　コミュニティ・スクー
ルも10年を迎え、運営の形
骸化や地域の負担増など課
題も指摘されている。学校
支援中心から新しい協働の
まちづくりにシフトするこ
とが求められている。

反対 　　　　九州初のコミュニ
ティ・スクールを導入し、
全国モデルとして紹介され
ている。就任以来、教育長
学校出前トークを毎年度実
施し、教職員の多忙化の解
消策の実施などに尽力した。

賛成

ペイジー口座振替受付サービス

1月
臨時会

３月定例会議決結果

賛否が分かれた案件

67

人事案件 2件
● 教育委員会教育長の任命　　　　　[同　　意]
● 人権擁護委員の候補者の推薦　　　[同　　意]

条例の制定 2件
● 特定教育・保育施設等における事故検証委員会
　条例　　　　　　　　　　　　　　[原案可決]
● 空家等対策協議会条例　　　　　　[原案可決]

条例の一部改正 12件
● 個人情報保護条例　　　　　　　　[原案可決]
● 職員の育児休業等に関する条例　　[原案可決]
● 職員の配偶者同行休業に関する条例[原案可決]
● 職員の勤務時間、休暇等に関する条例[原案可決]
● 税条例等　　　　　　　　　　　   [原案可決]
● ふれあい文化センター設置条例
  （ふれあい文化センター）　　　　　　[原案可決]
● ふれあい文化センター設置条例
　（市民図書館）　　　　　　　　　　　[原案可決]
● 保育所設置条例               　　　   [原案可決]
● 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び
　費用弁償に関する条例　　　　　　[原案可決]
● 地区計画の区域内における建築物の制限に
　関する条例　　　　　　　　　　　[原案可決]
● 都市公園条例                     　　　 [原案可決]
● 道路附属物自動車駐車場の駐車料金の徴収に
　関する条例　　　　　　　　　　　[原案可決]

平成29年度 当初予算 5件
● 一般会計　　                     　　 　[原案可決]
● 国民健康保険事業特別会計         　 [原案可決]
● 後期高齢者医療事業特別会計      　 [原案可決]
● 介護保険事業特別会計            　　 [原案可決]
● 下水道事業会計                   　　　[原案可決]

平成28年度 補正予算 5件
● 一般会計 (第6号)　　　　　　　　  [原案可決]
● 国民健康保険事業特別会計 (第5号)　[原案可決]
● 後期高齢者医療事業特別会計 (第4号) [原案可決]
● 介護保険事業特別会計 (第5号)   　  [原案可決]
● 下水道事業会計 (第4号)　　　　   [原案可決]

その他の案件 2件
● 市道路線の廃止             　　　　    [承　　認]
● 市道路線の認定          　　　　       [承　　認]

議員提出議案 1件
● 予算審査特別委員会の設置　　　　 [原案可決]

請願 1件
● 市民図書館への指定管理者制度導入に関する請願
　　　　　　　　　　　　　　　　　 [不 採 択 ]

意見書 1件
● 無料公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の整備促進を
　求める意見書 　　　　　　　　　　[原案可決]

報告事項（専決処分） 4件
● 差押債権の取立請求に係る訴えの提起ほか3件　
　　　　　　　　　　　　　　　　　[受　　理]

かすが議会だより 2017年5月15日 187号  かすが議会だより

キャッシュカードの提示で専用端末
により口座振替を申し込むことがで
きる（印鑑・通帳不要）。

議案
番号

教育委員会教育長の任命
ふれあい文化センター設置条例（ふれあい文化センター）
ふれあい文化センター設置条例（市民図書館）
一般会計予算
市民図書館への指定管理者制度導入に関する請願

教育委員会教育長の任命
ふれあい文化センター設置条例（ふれあい文化センター）
ふれあい文化センター設置条例（市民図書館）
一般会計予算
市民図書館への指定管理者制度導入に関する請願
※金堂清之議員（翔春会）は議長職のため、表決権はありません。
※賛成・反対討論を行った議員は網掛け　しています。
※金堂清之議員（翔春会）は議長職のため、表決権はありません。
※賛成・反対討論を行った議員は網掛け　しています。

※◎は会派代表者※◎は会派代表者 （○賛成　●反対）（○賛成　●反対）

平成29年第１回（3月）定例会
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請願
第1号

議決
結果

同　意
原案可決
原案可決
原案可決
不採択

同　意
原案可決
原案可決
原案可決
不採択

その他の案件については全員賛成で可決されました。
公明党 創政会 翔

春
会春風会 春陽会会派に所属

しない議員会派大樹みらい
春日



議 案 審 議議 案 審 議

1月11日 （1日間）会 期
総務文教 1件委員会付託議案

【第１号議案】教育委員会教育長の任命【第１号議案】教育委員会教育長の任命

山本直俊教育長が 
再任

平成29年度から31年度まで
の３年間を引き続き任命す
る。任命後は４期目となる。

ふるさと応援寄附件数の増加により、それに係る寄附金、
返礼品の送付の委託料、その事務に係る職員人件費などを
増額する。

【第23号議案】平成29年度国民健康保険事業特別会計予算【第23号議案】平成29年度国民健康保険事業特別会計予算

総額は126億4千万円
被保険者数の減少と
医療費の増の傾向

ふるさと納税に係る一般会計補正予算を審議

全員賛成

可決

賛成多数

可決

現年分徴収率は前年度比で91.5%から92.0%と0.5ポイ
ント上げて計上しているが、どういう徴収手法を考え
ているのか。

問

滞納整理の強化と納税環境の整備であり、新たな取り
組みとしてペイジー口座振替受付サービスを導入する。答

前年度比　３億7,665万円、3.1％増29年度予算

前年度比　１億6,545万円、2.3％増うち保険給付費

【臨時会第１号議案】一般会計補正予算（第５号）【臨時会第１号議案】一般会計補正予算（第５号）

かすがふるさと応援寄附金の
増加に伴い約４億８千万円増額

全員賛成

可決

応援寄附金　４億8,270万円増歳入

応援寄附金推進事業費　２億9,743万円増など歳出

採決にあたっての討論

　　　　コミュニティ・スクー
ルも10年を迎え、運営の形
骸化や地域の負担増など課
題も指摘されている。学校
支援中心から新しい協働の
まちづくりにシフトするこ
とが求められている。

反対 　　　　九州初のコミュニ
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全国モデルとして紹介され
ている。就任以来、教育長
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施し、教職員の多忙化の解
消策の実施などに尽力した。

賛成

ペイジー口座振替受付サービス

1月
臨時会

３月定例会議決結果

賛否が分かれた案件
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人事案件 2件
● 教育委員会教育長の任命　　　　　[同　　意]
● 人権擁護委員の候補者の推薦　　　[同　　意]

条例の制定 2件
● 特定教育・保育施設等における事故検証委員会
　条例　　　　　　　　　　　　　　[原案可決]
● 空家等対策協議会条例　　　　　　[原案可決]

条例の一部改正 12件
● 個人情報保護条例　　　　　　　　[原案可決]
● 職員の育児休業等に関する条例　　[原案可決]
● 職員の配偶者同行休業に関する条例[原案可決]
● 職員の勤務時間、休暇等に関する条例[原案可決]
● 税条例等　　　　　　　　　　　   [原案可決]
● ふれあい文化センター設置条例
  （ふれあい文化センター）　　　　　　[原案可決]
● ふれあい文化センター設置条例
　（市民図書館）　　　　　　　　　　　[原案可決]
● 保育所設置条例               　　　   [原案可決]
● 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び
　費用弁償に関する条例　　　　　　[原案可決]
● 地区計画の区域内における建築物の制限に
　関する条例　　　　　　　　　　　[原案可決]
● 都市公園条例                     　　　 [原案可決]
● 道路附属物自動車駐車場の駐車料金の徴収に
　関する条例　　　　　　　　　　　[原案可決]

平成29年度 当初予算 5件
● 一般会計　　                     　　 　[原案可決]
● 国民健康保険事業特別会計         　 [原案可決]
● 後期高齢者医療事業特別会計      　 [原案可決]
● 介護保険事業特別会計            　　 [原案可決]
● 下水道事業会計                   　　　[原案可決]

平成28年度 補正予算 5件
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● 差押債権の取立請求に係る訴えの提起ほか3件　
　　　　　　　　　　　　　　　　　[受　　理]

かすが議会だより 2017年5月15日 187号  かすが議会だより

キャッシュカードの提示で専用端末
により口座振替を申し込むことがで
きる（印鑑・通帳不要）。

議案
番号

教育委員会教育長の任命
ふれあい文化センター設置条例（ふれあい文化センター）
ふれあい文化センター設置条例（市民図書館）
一般会計予算
市民図書館への指定管理者制度導入に関する請願

教育委員会教育長の任命
ふれあい文化センター設置条例（ふれあい文化センター）
ふれあい文化センター設置条例（市民図書館）
一般会計予算
市民図書館への指定管理者制度導入に関する請願
※金堂清之議員（翔春会）は議長職のため、表決権はありません。
※賛成・反対討論を行った議員は網掛け　しています。
※金堂清之議員（翔春会）は議長職のため、表決権はありません。
※賛成・反対討論を行った議員は網掛け　しています。

※◎は会派代表者※◎は会派代表者 （○賛成　●反対）（○賛成　●反対）
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請願
第1号

議決
結果

同　意
原案可決
原案可決
原案可決
不採択

同　意
原案可決
原案可決
原案可決
不採択

その他の案件については全員賛成で可決されました。
公明党 創政会 翔

春
会春風会 春陽会会派に所属

しない議員会派大樹みらい
春日



委員会報告委員会報告

当市の税収への影響は。また改正により市民
の納税手続きが変わるのか。問
税収への影響はないと推測する。納税手続
きはこれまでどおりで変わらない。答

納税手続きの変更は

【第７号議案】市税条例等の一部改正【第７号議案】市税条例等の一部改正

軽自動車 自動車取得税を
廃止し環境性能割を導入

軽自動車税の環境性能割の導入、個人市民税に係
る住宅借入金等特別税額控除の適用期限の延長な
どに関し、所要の規定の整備を図る。

協議体

市民厚生委員会 総務文教委員会

補助金の利用状況と周知方法は。

89

問
相談件数15件のうち交付決定は２件。相談
時期が遅く来年度の申請にまわす団体も
あった。これまで以上に市報などによる年
度当初の周知を徹底していきたい。

答

利用状況と周知方法は

【第17号議案】一般会計補正予算（第６号）【第17号議案】一般会計補正予算（第６号）

市民公益活動事業
補助金について

プール監視業務が予算より低く入札。安全性
は確保できているのか。問
ＰＴＡが主催する期間の業務である。入札
仕様書には救命救急講習過程の修了者の配
置などを条件としており、安全面には十分
配慮している。

答

入札執行残を減額

小学校夏休みプール
監視業務委託料について

小中学校大規模改修におけるトイレの洋式化
は。問
約８割を洋式
便 器 に 改 修
し、トイレ全
体の床を乾式
化する。

答

大規模改修でトイレ洋式化

小中学校大規模改修は

歳入歳出予算総額　332億6169万円

居宅介護予防サービスについて、福祉用具購
入や住宅改修は在宅介護が進むのに前年度比
減となっている要因は。

問

ある程度普及したこと、また一部利用者の
費用負担割合が２割となったことなどが影
響していると考える。

答

生活支援コーディネーターによる資源充実の
ための調査が協議体に生かされるのか。問
生活支援コーディネーターと作成した、介
護サービス以外のさまざまな生活支援を集
めた「資源ガイドブック」などを協議体に諮
りつつ全市的に共有できるようにしたい。

答

居宅介護予防サービス減の要因は

地域包括ケアシステムの構築に向け

【第25号議案】平成29年度介護保険事業
特別会計予算
【第25号議案】平成29年度介護保険事業
特別会計予算

前年度比４億円、6.6％増
歳入歳出予算総額　66億5,788万円
うち保険給付費 前年度比４億1,786万円、7.4％増

指定管理の導入によって、より質の高いサー
ビスの提供が期待できるのか。問
総合的に安いコストで良いサービスを提供
できると考えている。答

導入後の市民サービスの質の確保は

指定管理導入後も継続すべき市の直営事業に
ついてはどう考えているのか。問
文化祭などの市と文化協会が一体となって
実施している事業、音楽の玉手箱事業、学
校教育の一環として学校に音楽家を派遣し
ている事業などについては、市の直営事業
として残ると考えている。

答

継続すべき直営事業の考えは

仕様書の案で示されているような多岐にわた
る業務を一手に引き受けることができる事業
者が福岡近郊に存在するのか。それともジョ
イント・ベンチャー（ＪＶ・共同企業体）に対
して指定管理させることを想定しているの
か。

　平成29年３月定例会から委員会の
記録を市議会ウェブサイトで閲覧する
ことができます。

公開時期
平成29年６月から
公開する委員会
各常任委員会、特別委員会
議会運営委員会

問

全ての業務を一事業者のみで担うことは難
しいと考えているため、ジョイント・ベン
チャーによる応募を想定している。

答

指定管理者について

【第８号議案】ふれあい文化センター設置条例一部改正【第８号議案】ふれあい文化センター設置条例一部改正

ふれあい文化センターの管理運営
平成30年度から指定管理者に

地域建設委員会

＊関連記事 Ｐ５

委員会記録
を見る

ときは「会
議録の

検索」をク
リック

かすが議会だより 2017年5月15日 187号  かすが議会だより

地域での高齢者の生活支援について協議する場
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体験などのサービスの提供を含め魅力的な返
礼品の開発に努める。また、返礼品送付時の
ＰＲは新たな負担が
生じる課題もあり検
証する。寄附金の活
用状況は決算時期に
ウェブサイトで公開
する。

一般質問

３月定例会一般質問
 13人の議員が、市政に対する一般質問を行いました

質問は受付順
一般質問を行いたい場
合は、質問内容を記し
た一般質問通告書を議
長に提出します。この
受付番号が発言順とな
ります。

回数制と時間制
回数制は3回まで質問
できます。時間制は質
問の制限時間が40分
以内です。再質問以降
は一問一答方式で行い、
答弁を市長に求めます。

各議員が決める
質問内容は、議案とは
関係なく議員個人が決
めます。市政全般につ
いて市長の見解を求め、
市政に対する提言を行
います。

質問項目一覧

中原智昭　議員
・小中学校における教育の
ＩＣＴ化導入について

白水勝己　議員
・長浜太宰府線整備事業について
・普通救命講習（ＡＥＤ講
習）について

近藤幸恵　議員
・環境行政について
・教育行政について

前田俊雄　議員
・本市における「生涯学習
の推進」の位置付けと今
後について

吉居恭子　議員
・市民図書館への指定管理
者制度導入計画について

川﨑英彦　議員
・文化財の活用について
・公園利用と安全対策につ
いて

岩切幹嘉　議員
・高齢者支援の拡充につい
て

松尾德晴　議員
・春日市の遺跡、文化財の
保存と有効活用について

・春日市民図書館について

髙橋裕子　議員
・子ども・子育て支援につ
いて

北田　織　議員
・自治基本条例（まちづく
り条例）の制定について

與國　洋　議員
・ふるさと応援寄附金につ
いて

西川文代　議員
・市民図書館の指定管理者
制度導入について

内野明浩　議員
・高齢者の運転免許証の自
主返納について

・骨髄移植ドナー登録の推
進について

※全文は市議会ウェブサイトの会議録検索システムで閲覧できます。
※原稿は、質問者本人の執筆によるものです。
※各議員の記事の右上にあるＱＲコードをスマートフォンやタブ
レットで読み取ると一般質問の録画映像を見ることができます。

「生涯学習の推進」は
今後どうするのか

前田 俊雄　議員
まえ  だ    とし  お

生涯学習の歴史が約半世紀を経ていること、
平成18年の改正教育基本法第３条に新たに
「生涯学習の理念」が規定されたことなどを
踏まえ、本市の「生涯学習の推進」の取り組
みをたどってみると、組織的に体系的に行わ
れてきたとは言い難い。「生涯学習の推進」
の位置付けと今後の方向性を尋ねる。

問

答

小中学校に教育の
ＩＣＴ化導入を

中原 智昭　議員
なか はら　とも あき

2020年学習指導要領の改正に伴い、小中学
校の子どもたちが情報端末を用いて授業を受
けることを目標にしているが、本市のＩＣＴ
化導入の予定は。

問

文科省の目標を念頭に教育の ICT化推進に
向けて検討していく。具体的には既存の
ICT機器の使用状況の把握、全体的なハー
ド整備、既存機器を活用できる関係者の研
修、教育委員会の支援
の在り方などを時間を
かけて総合的に検討し
ていく。

答

春日ふるさと応援
寄附金は

與國 洋　議員
よ  くに　よう

ふるさと寄附金は12月末現在で約６億円と急
増し、経費を除いた実質増収は約2.4億円に
なる。寄附に対し「返礼品と真心」で答える
必要があるが、返礼品の開発および市の PR、
寄附の活用状況を知らせるべきではないか。

問

答

春日市の遺跡・
文化財の有効活用を

松尾 德晴　議員
まつ  お　 とく はる

春日市の遺跡で「水城跡」は国指定特別史跡
（国宝）であり、「須玖岡本遺跡」は国指定遺
跡（重要文化財）である。春日市が一丸となっ
て国指定特別遺跡になるよう努力してもらい
たい。

問

弥生時代の国々の雄であった「奴国」の先進
性や繁栄を伝える貴重な遺跡「須玖岡本遺
跡」を特別史跡化の形で、国の宝として多
くの人に知ってもらい市民の誇りとなる取
り組みができたらと考
えている。特別史跡化
のため国県と情報を密
にする。
　　　　　　

答

一般質問

11 10かすが議会だより 2017年5月15日 187号  かすが議会だより

ふるさと納税でかすがを元気に　

協働のまちづくりを進めていくことにつなが
ると位置付け、今後
の推進体制や進捗管
理などについては十
分に議論したい。

生涯学習まちづくり計画など



体験などのサービスの提供を含め魅力的な返
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受付番号が発言順とな
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主返納について
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進について

※全文は市議会ウェブサイトの会議録検索システムで閲覧できます。
※原稿は、質問者本人の執筆によるものです。
※各議員の記事の右上にあるＱＲコードをスマートフォンやタブ
レットで読み取ると一般質問の録画映像を見ることができます。
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生涯学習の歴史が約半世紀を経ていること、
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「生涯学習の理念」が規定されたことなどを
踏まえ、本市の「生涯学習の推進」の取り組
みをたどってみると、組織的に体系的に行わ
れてきたとは言い難い。「生涯学習の推進」
の位置付けと今後の方向性を尋ねる。
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けることを目標にしているが、本市のＩＣＴ
化導入の予定は。
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の在り方などを時間を
かけて総合的に検討し
ていく。
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増し、経費を除いた実質増収は約2.4億円に
なる。寄附に対し「返礼品と真心」で答える
必要があるが、返礼品の開発および市の PR、
寄附の活用状況を知らせるべきではないか。

問

答

春日市の遺跡・
文化財の有効活用を

松尾 德晴　議員
まつ  お　 とく はる

春日市の遺跡で「水城跡」は国指定特別史跡
（国宝）であり、「須玖岡本遺跡」は国指定遺
跡（重要文化財）である。春日市が一丸となっ
て国指定特別遺跡になるよう努力してもらい
たい。

問

弥生時代の国々の雄であった「奴国」の先進
性や繁栄を伝える貴重な遺跡「須玖岡本遺
跡」を特別史跡化の形で、国の宝として多
くの人に知ってもらい市民の誇りとなる取
り組みができたらと考
えている。特別史跡化
のため国県と情報を密
にする。
　　　　　　

答

一般質問

11 10かすが議会だより 2017年5月15日 187号  かすが議会だより

ふるさと納税でかすがを元気に　

協働のまちづくりを進めていくことにつなが
ると位置付け、今後
の推進体制や進捗管
理などについては十
分に議論したい。

生涯学習まちづくり計画など



一般質問一般質問

西浦新池の水質調査で
７項目が基準値超

近藤 幸恵　議員
こんどう　さち  え

砂防ダムかと思えるように土砂が蓄積し、赤
水が流入している。調査結果は高い率で基準
値を超えているが、大丈夫なのか。また、土
砂に基準値を超えた物質が蓄積されていく
が、その影響は。

問

27年度は例年の採水予定地での調査ができ
ず、工事施工箇所内において採水を行った
ため基準値を超えたが、28年度の結果は基
準値以下。赤水は鉄分
由来と思われ、基準値
を超えた物質の土砂へ
の蓄積は調査対象では
ない。引き続き監視し
たい。

答

図書館への
指定管理者制度導入

西川 文代　議員
にしかわ ふみ よ

導入推進についてのボランティア団体の意見
は、パブリックコメントが未実施であり、議
論や検討、調査研究が不十分であるため導入
は時期尚早である。また、経費節減目的の導
入ではないとの説明も受けている。それに対
する見解は。

問

答

協働のまちづくり
条例の制定を問う

　北田 織　議員
きた だ  のぼる

協働のまちづくりの規範となる住民自治に基
づく自治体運営の基本的なルールや方向性な
どを規定する条例を制定すべきであると考え
るがどうか。また、総合計画の法的策定義務
が無くなったが、策定の場合、基本計画まで
議決事項にすべきであると考えるがどうか。

問

協働のまちづくりの課題が解決できない場
合に取り組む。首長と議会の関係性などを
踏まえ、どこまで議会の議決事項とすべき
か検討する。

答

高齢者支援の
新事業の取り組みは

岩切 幹嘉　議員
いわきり　みき　よし

介護ボランティアポイント制度の活動の範囲
を施設関係、在宅介護まで広げるとより多く
の人が参加しやすくなると考えるが、どうか。
また、ポイント交換の活用を施設の利用券だ
けでなく、もう少し幅広く工夫できないか。

問

まずは、介護予防事業の範囲に限定し運用
をし、試行期間の中で制度の検証を行って
いく。ポイントの交換の上限は年間５千円
分でご意見をいただきながら、検証してい
く。

答

ため池釣り被害撲滅の
釣り堀を

川﨑 英彦　議員
かわさき　ひでひこ

ため池隣接敷地に不法侵入が報告されている
が、その見解は。釣り愛好者が多くいる現実
を考えると、どこか有料つり堀を設置して事
件事故の減少につなげては。

問

答

ＡＥＤ講習について

白水 勝己　議員
しろうず　かつ み

中学２年生は保健体育の授業でＡＥＤについ
て勉強しており、本市六中学校の２年生全員
に普通救急講習を授業として受講できる方向
で検討してもらえるか。

問

春日・大野城・那珂川消防本部で入門コース
の設定が成されれば、教育委員会としては、
保健分野のねらいである「傷害の防止」につ
いて理解を深める上で、有効な取り組みで
あると考えられ、各中
学校へ情報提供した
い。

答

発達障がい者
支援策を問う

髙橋 裕子　議員
たかはし　ゆう こ

発達障がい児の多くは４、５歳の集団生活の
経験を通し適切に指摘されるとは、多くの専
門家の意見。早期発見と支援につながる５歳
児健診の取り組みを提案。また、切れ目のな
い発達支援システムを構築して、支援を提供
する取り組みが必要ではないかと考えるがど
うか。

問

答

図書館への
指定管理撤回の考えは

吉居 恭子　議員
よし　い　きょう こ

市の導入の目的はコスト削減だが、試算では
逆にコスト増で、サービス向上の確証も得ら
れない。制度の弊害で導入が進まない全国の
事例から、政府も図書館への導入推進を撤回
した今、やめるべきでは。また、関係団体を
はじめ多くの市民に疑問が残り、納得できな
くても導入するのか。

問

答

1213 かすが議会だより 2017年5月15日 187号  かすが議会だより

高い経済性、効率性を追求するため、地域資
源や民間活力を有効に活用していく方針であ
り、厳しい財政状況
の中、指定管理者制
度導入検討委員会で
の議論を踏まえた上
で、導入を判断した。

市民図書館

大牟田池の不法侵入事案は問題と考えてい
る。ため池周辺には禁止事項注意看板15カ所、
立入禁止看板19カ所設置している。不法侵
入者を確認時には注意し、状況に応じて警
察とも連携し対応し
ている。安全性の確
保と水利組合などが
事故防止のために釣
りの禁止をしており
釣り堀の設置は難し
い。 釣りを楽しむ親子

５歳児健診などは専門人材確保の難しさや
財政的課題がある。
関係支援機関との連
携強化に努め対応し
ていく。発達支援シ
ステムは構築に向け
検討中。

福祉ぱれっと館

人口減少、超高齢化社会を前に、持続可能
な財政確立のため、
制度を導入する。反
対意見もあるが、賛
成意見もある。市が
総合的観点で判断し
た。

市民図書館



一般質問一般質問

西浦新池の水質調査で
７項目が基準値超

近藤 幸恵　議員
こんどう　さち  え

砂防ダムかと思えるように土砂が蓄積し、赤
水が流入している。調査結果は高い率で基準
値を超えているが、大丈夫なのか。また、土
砂に基準値を超えた物質が蓄積されていく
が、その影響は。

問

27年度は例年の採水予定地での調査ができ
ず、工事施工箇所内において採水を行った
ため基準値を超えたが、28年度の結果は基
準値以下。赤水は鉄分
由来と思われ、基準値
を超えた物質の土砂へ
の蓄積は調査対象では
ない。引き続き監視し
たい。

答

図書館への
指定管理者制度導入

西川 文代　議員
にしかわ ふみ よ

導入推進についてのボランティア団体の意見
は、パブリックコメントが未実施であり、議
論や検討、調査研究が不十分であるため導入
は時期尚早である。また、経費節減目的の導
入ではないとの説明も受けている。それに対
する見解は。
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協働のまちづくり
条例の制定を問う

　北田 織　議員
きた だ  のぼる

協働のまちづくりの規範となる住民自治に基
づく自治体運営の基本的なルールや方向性な
どを規定する条例を制定すべきであると考え
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が無くなったが、策定の場合、基本計画まで
議決事項にすべきであると考えるがどうか。
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協働のまちづくりの課題が解決できない場
合に取り組む。首長と議会の関係性などを
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いく。ポイントの交換の上限は年間５千円
分でご意見をいただきながら、検証してい
く。

答

ため池釣り被害撲滅の
釣り堀を

川﨑 英彦　議員
かわさき　ひでひこ

ため池隣接敷地に不法侵入が報告されている
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に普通救急講習を授業として受講できる方向
で検討してもらえるか。
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春日・大野城・那珂川消防本部で入門コース
の設定が成されれば、教育委員会としては、
保健分野のねらいである「傷害の防止」につ
いて理解を深める上で、有効な取り組みで
あると考えられ、各中
学校へ情報提供した
い。

答

発達障がい者
支援策を問う

髙橋 裕子　議員
たかはし　ゆう こ

発達障がい児の多くは４、５歳の集団生活の
経験を通し適切に指摘されるとは、多くの専
門家の意見。早期発見と支援につながる５歳
児健診の取り組みを提案。また、切れ目のな
い発達支援システムを構築して、支援を提供
する取り組みが必要ではないかと考えるがど
うか。

問

答

図書館への
指定管理撤回の考えは

吉居 恭子　議員
よし　い　きょう こ

市の導入の目的はコスト削減だが、試算では
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市民図書館

大牟田池の不法侵入事案は問題と考えてい
る。ため池周辺には禁止事項注意看板15カ所、
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一般質問・意見書市議会の評価

高齢者運転免許証の
自主返納

内野 明浩　議員
うち の　 あき ひろ

今回導入しようとしている支援事業は、道路
交通法改正のタイミングでの制度導入であ
る。事業の内容の根拠と今後見直していく考
えはあるのかを問う。

問

導入する支援事業の内容は、高齢者祝金の
見直し関連事業としての位置付けもあり、
活用を予定している福岡県の補助制度の基
準額、道路交通法改正の影響など、総合的
に考慮した結果であ
る。まずは、今回の支
援内容を実施した上
で、事業の運用状況を
検証する。

答

会期日程　平成 29年　月定例会
日 月 火 水 木 金 土

議会傍聴しませんか 議会を見ませんか議会を見ませんか

一般質問の質問項目は
公民館に設置、市議会
ウェブサイトに掲載し
ています。

ケーブルテレビ生中継
(一般質問 )
インターネット録画映
像配信 (Youtube)
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※日程は都合により変更になることがあります。

可決された意見書を関係機関に提出しました

無料公衆無線 LAN（Wi-Fi）環境の整備促進を求める意見書
　2019年ラグビーワールドカップ日本大会、2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けて、
通信環境の整備、とりわけ無料公衆無線 LAN（Wi-Fi）環境の整備は喫緊の課題となっています。
　2014年度に観光庁が行った「平成26年度訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関する現
状調査結果」によると、旅行中最も困ったこととして、無料公衆無線 LAN環境が30.2％と最も高く、特
に公共施設や観光施設における Wi-Fi環境の普及や利用手続きの簡便性の面での課題が指摘されていま
す。
　政府は、防災の観点から、2020年までに約３万箇所のWi-Fi環境の整備を目指しており、また空港や駅・
鉄道、宿泊施設など人が多く出入りする場所には、民間での設置を働きかけています。
　Wi-Fi環境の整備促進は、インバウンドのさらなる増加だけでなく、防災拠点となる公共施設等の災害
時における通信手段の確保にも大きく貢献することから、以下の項目について強く要望します。

記
 １　鉄道・バス等の公共交通機関やホテル・旅館等の宿泊施設などの民間施設に対する Wi-Fi整備支援
　事業を一層拡充すること。
 ２　日本遺産・歴史資料館等の観光拠点や観光案内所における Wi-Fi環境の整備を一層促進し、観光地
　の機能向上や利便性向上を図ること。
 ３　防災の観点から、避難所・避難場所の学校、市民センター、公民館等の防災拠点や、博物館・自然
　公園等の避難場所として想定される公的拠点への Wi-Fi環境の整備を行う地方公共団体に対して、財
　政的支援措置を導入すること。

　地方自治法第99条に基づき、市の公益に関することについて、国会や国、県などの関係行政庁
に対し、議会の意思をまとめて提出し、問題解決・改善を働きかけます。

15

議席、会派および議会運営委員の変更

議会事務
局長 金堂 清之 議長

傍聴席（一般席72席・車椅子席4席・親子席4席）

執行部席 執行部席

演　壇

質問席
岩渕 穣
4番 3番

春陽会
白水 和博
春陽会

武末 哲治
10番 9番

みらい春日
西川 文代
みらい春日

前田 俊雄
20番 19番

公明党
髙橋 裕子
公明党 野口 明美

18番 17番

公明党
岩切 幹嘉
公明党 金堂 清之

16番 15番

翔春会
中原 智昭
翔春会

近藤 幸恵
8番 7番

会派大樹
北田 織
会派大樹

白水 勝己
6番 5番

春風会
松尾 德晴
春風会

内野 明浩
2番 1番

会派に所属しない
吉居 恭子
会派に所属しない

議員名
議席番号

会派名

川﨑 英彦
14番 13番

創政会
與國 洋
創政会

米丸 貴浩
12番 11番

創政会
竹下 尚志
創政会

　会派の結成などにより議席が下記のとおりになりました。
　また、定例会最終日において、武末哲治議員および前田俊雄議員の議会運営委員の辞任が許可され、
新たに西川文代議員および白水和博議員が委員に選任されました。

187号 かすが議会だよりかすが議会だより 2017年5月15日

　市　議　会　の　評　価 議会運営委員会

　市議会では、春日市議会基本条例に基づき、定例会ごとに議案の審査結果、採決の結果、一般質問
の実施状況などについて、議会活動の評価を行います。
　今議会では、市長提案の人事案件２件、条例案件14件、予算案件10件、その他の案件２件および意
見書１件、請願１件を慎重に審査致しました。
１ 議案の審査結果
　提案された28議案の中でも平成29年度一般会計予算の審査においては、92項目以上の質疑が出され、
また政策提案などの議論が交わされ慎重な審議が行われた。一方では審査に関係のない質問や情報収
集のための資料請求、または修正案を提出し、否決されると原案に賛成するなど分かりにくい印象もあった。
２ 採決の結果
　平成29年度一般会計予算、教育委員会教育長の任命、市民図書館の指定管理者制度の導入の採決
では、反対討論、賛成討論が複数出され、意思を明確にした結果となった。
３ 一般質問の実施状況
　質問通告者は13人で、18項目の幅広い政策、施策について執行部と多岐にわたり活発な議論が交わ
された。
　なかでも、市民の関心が高かった市民図書館の指定管理者制度の導入については、異なる視点で３人
の議員から質問が出され、執行部の考え方などが明確になった。
４ その他
　①一般質問通告書の要旨については、具体的に簡潔にまとめることが望ましい。
　②傍聴時における受け付けの在り方などについては検討する必要がある。　
　※議会の傍聴者は、一般質問、本会議最終日の３日間で延べ44人でした。詳細は、市議会ウェブサイ
　トに掲載していますので、ご覧ください。
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